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【出展】全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ 

日本のCO2排出量の推移 



【出展】全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ 

部門別のCO2排出量の増加率（対90年比）  
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省エネ基準の運用強化（ムチ） 

  第１弾（2009.4より） 

①住宅事業建築主の判断基準の新設  

 外皮と設備の総合的評価(年間消費エネルギーの達成率で 

省エネ性)・・・後述 

②2000㎡以上の全建築に対する省エネ措置の義務化（従来  

からの省エネ基準に違反した場合に命令･罰則を導入） 

 

 第２弾(2010.4より） 

300～2000㎡の全建築に対する省エネ措置の届出の義務化

（従来からの省エネ基準に適合しているか行政的チェックされ

る） 



省エネ住宅・建築への政策的支援（アメ） 

国土交通省関係のみの支援策（他の省庁のものは省略） 

●税制での支援 
①長期優良住宅（省エネ等級４も必須）の新築で、所得税等の減税 
②住宅の断熱改修に対する減税（所得税＋固定資産税） 
③省エネ性能の高いビルに減税（エネ革税制：所得・法人・事業税） 
 
●補助金による支援 

①住宅・建築物省CO2先導事業(先進Pの支援） 
  08年50億、09年70億                 10年：330億 
②中小ビル（住宅）の省エネ改修を補助（次頁参照） 
  08年：50億、09年：70億 
③省エネ住宅のエコポイントも実現(1000億） 
④長期優良住宅（省エネ等級４も必須）の事業に対する補助金  
●住宅ローン（金融支援機構）での優遇 
①住宅事業建築主基準を満たす一般の戸建住宅に優遇金利 
②長期優良住宅（省エネ等級４も必須）に対する優遇金利など 



住宅版エコポイント 

10月までの累積 申請戸数 発行P 

新築 109,445 250億p 

リフォーム 167,388   84億p 



日本の民生部門の省エネ目標は50％削減？！ 

2020年の民生部門 
 1990年比-32％ 
＝2007年比-50％ 

予想 

省エネだけがCO2削減の方法ではないが、 

50％削減す
る方法はある
のか？ 
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省エネ基準の義務化へのロードマップ（案） 

 



低炭素都市（社会）の構成要素 



建築物のＺＥＢ化の加速的展開 

ＺＥＢとは、建築物におけるエネルギー消費量（又はCO2排出量）を、建
築物・設備の省エネ性能の向上と敷地内の再生可能エネルギーの活用等に
より削減し、年間でのエネルギー消費量（又はCO2排出量）がネットでゼ
ロとなる建築物。 

ＺＥＢの定義 

変流量・変風量制御システム 

ＬＥＤ照明 

人感センサー制御 

初期照度補正 

昼光連動制御 

光ダクトシステム 
(自然採光) 

統合制御システム 

CO２濃度に応じた 
自動換気制御システム 

自然換気、ナイトパージ(夜間の外気取り入れ  
ハイブリッド空調制御技術 

太陽光発電システム 

都市の未利用エネルギー(河川熱、地中熱など)の
利用 

高効率空調熱源 

ブラインド制御 
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ＺＥＢ(zero energy building)のイメージ 



スマートグリッド／スマートハウスの必要性 

化石燃料 

電 力 

原子力 水力 

  

ﾒｶﾞｿｰﾗｰ 風力・バオ
マスなど 

CO2 

5.8m 
 48m 17.5m 

送電 

蓄熱 
ヒートポンプ 

大型ビル 

ヒートポンプ ヒートポンプ 
蓄熱 

（エコキュート） 

蓄電器 ＥＶ 戸建住宅 

配電 

http://response.jp/article/2009/11/30/133136.html�
http://kaden.watch.impress.co.jp/img/kdw/docs/376/242/html/house03.jpg.html�


既築住宅の省エネリフォームの重要性 

 全国4700万世帯に対して、新築戸数は110万戸（2.3％）程度。
短期間に国規模での省エネを達成するには、既築対策が必須。 

 建物を継承させLCAを向上させるためにも、居住性の向上は必須。 
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建設 運用 改修 廃棄 資材製造 設計 

 建築物のLCCO２ 評価 

                    建物が生涯に排出する全CO2量 
LCCO２[kgCO2/(年㎡)]＝ 
                  寿命年数×延床面積 

他の温室効果ガス（代替フロンなど）もCO2に換算後算入 

建築の有効な環境性能指標の一つ（設計時に推測可能） 

（伊香賀俊治作
成） 



政府による木造建築の振興 

●補助金事業の整備 

 地域木造住宅市場活性化推進事業 

 木のまち・木のいえ整備促進事業 

●法律の制定 

 公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律  

・木は大気中の炭素を固定化するので、低炭素化に役立つ。 

・地場産材の消費による地域産業の活性化。 
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このような状況・動向の中で、これからの断熱は？ 

 HEAT20の課題（当面） 

 断熱の効果は？ 

もちろん、省エネ性＋快適性＋健康性だが、どのように表示で

きるか？ 

 実際の住宅における断熱の普及状況は？ 

 今後の断熱基準のレベルは？ Ｑ値は？ Ｕ値は？ 

さらなる課題 

 他の省エネ手法（設備の省エネ）とのバランスや費用対効果を

どう考えるか？ 断熱は設備より優先度が高いか？ 

 ＬＣＣＯ２を考慮すると、どの方向へ行くのか？ 
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